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200円


委　託　契　約　書

件　　名　　令和 ７ 年度「放課後子ども教室推進事業」実施委託
委託金額　　金　　　　　　　　　円(金額には消費税等を含む)

八尾市(以下「甲」という。)と　　　　　学校区放課後子ども教室運営委員会(以下「乙」という。)との間において、令和 ７ 年度「放課後子ども教室推進事業」(以下「委託事業」という。)実施委託について上記の委託金額で次の条項により契約を結ぶものとする。

(委託事業の実施)

第1条 乙は、「八尾市放課後子ども教室推進事業実施要綱」(以下「要綱」という。)、
令和 ７ 年度「八尾市放課後子ども教室推進事業計画書」(以下「事業計画書」という。)及び別記に基づき、委託事業を実施するものとする。

　(委託事業の実施期間)

第2条 委託事業は、令和　　年　　　月　　日から令和８年２月28日までの間において行うものとする。
　(再委託)

第3条 乙は、この委託契約の全部又は一部を第三者に委託し、又は請負わせてはならない。
　(第三者損害補償)

第4条 乙は、事業の実施にあたり故意又は過失によって第三者に損害を与えたときは、その損害の責を負うものとする。
　(報告書の提出)

第5条 乙は、委託事業が終了したとき(契約を解除したときを含む。)は、終了した日から10日以内もしくは令和８年２月28日のいずれか早い日までに実施報告書を甲に提出するものとする。
　(検査)

第6条 前条の規定に基づき乙から実施報告書の提出を受けたときは、甲は、必要に応じ職員を派遣し、事業が契約の内容に適合するものであるかどうかを検査するものとする。
２　甲は前項に規定する場合のほか、当該委託事業の実施状況及び委託費の使用状況について調査する必要があると認めるときは、乙に対し報告させ、又はその職員に当該委託事業にかかる業務の状況もしくは帳簿、その他必要な書類を検査させることができる。

３　乙は前２項の検査に協力するものとする。

　(額の確定)

第7条 甲は、前条第１項及び第２項の検査をした結果、第５条に規定する報告書の内容が適正であると認めたときは委託費の額を確定し、乙に対して通知するものとする。
２　前項の確定額は、事業に要した実支出額とこの契約の委託金額のいずれか低い額とする。

　(委託費の支払い及び経理)

第8条 甲は、乙の委託事業の実施にあたり、地方自治法施行令第162条及び財務規則第48条に基づき委託費を概算払により支払うものとする。

２　乙は、委託事業の着手後、速やかに当該委託費の請求書を甲に提出するものとする。

３　甲は、前項に基づく適正な請求書を受理したときは、受理した日から起算して30日以内に乙に委託費を支払わなければならない。

４　乙は、委託費によって生じた利子については、委託事業の経理に充てなければならない。

　(精算)

第9条 乙は、前条第１項によって既に支払いを受けた委託費が第７条１項の額を超えるときは、甲の指示に従い、その超えた額を甲に返納するものとする。
第１０条  乙は、委託費の精算の結果、委託費及び利子に残高が生じた場合は、甲の指示に基づき、その残高を返納するものとする。
　(事業計画の変更)

第１１条　事業計画を変更する必要がある場合は、甲・乙協議の上、契約内容の変更を行うことができることとする。
２　乙は、委託事業の遂行が困難となった場合は、速やかに甲に報告し、その指示を受けるものとする。
　(代表者変更等の届出)

第１２条　乙は、その「名称」、「代表者名」、「代表者印」、「所在地」を変更したときは、その旨を文面により甲に遅滞なく通知するものとする。
　(契約の解除)

第１３条　甲は、乙が次の各号の一に該当する場合には、この契約を解除し又は、変更することができるものとする。
(1) 乙がこの契約又は要綱に違反したとき

(2) 乙が委託事業を遂行することが困難であると甲が認めたとき

　(委託費の返納)

第１４条　甲は、前条の規定により、この契約を解除し又は変更した場合に、既に支払われた委託費がある場合に、その全部又は一部を返納させることができるものとする。
　(著作権等)

第１５条　本委託事業の実施により発生した著作権がある場合には、原則として、委託事業が完了後速やかに甲に帰属させるものとする。
２　本委託事業の実施により受託者が作成したパンフレット・チラシ・資料・報告書等これらに類するものの著作権は、乙に帰属させるものとする。
３　前項の規定にもかかわらず、甲が必要と認めたときは、乙は、無償にて甲が使用することを許諾するものとする。
　

(契約保証金)

第１６条　契約保証金については、八尾市財務規則122条第６号の規定により金額を免除する。
(書類の保存)

第１７条　乙は、委託費に係る収入及び支出を明らかにする帳簿を備え、甲の請求があったときは、いつでも提出できるよう収入及び支出の事実を明らかにした領収書その他の関係証拠書類とともに、委託事業を実施した翌年度から10年間整理保存しておくものとする。
　(協議)

第１８条　この契約に定めのない事項について定める必要があるときは、甲・乙協議の上これを定めるものとする。
　(紛争の解決)

第１９条　この契約について甲・乙間に紛争が生じたときは、甲・乙協議の上これを解決するものとする。
　本契約の成立を証するため、契約書２通を作成し、甲・乙両者は記名押印の上、双方が各１通を所持するものとする。
令和　　　年　　　　月　　　　日

（甲）　住　所　八尾市本町一丁目１番１号
八尾市
代表者　市長　　　山本　桂右　　　　　㊞
（乙）　住　所　
　　　　　　学校区放課後子ども教室運営委員会
代表者　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
別記
令和７年度　放課後子ども教室推進事業の実施について
（実施期間）　
委託契約日から令和８年２月28日までとする。
（実施日時等）
平日は小中学校の授業終了後から17時まで、休日は９時から15時まで（最大４時間）とする。

ただし、特に必要な場合には、この限りではない。
（実施場所）
主として学校敷地内、もしくは地域の集会所、公民館等とする。
（児童定員数）
活動場所における収容人数を上限とする。教室は概ね30人程度、体育館は概ね100人程度とする。

（名簿）
児童の参加の際には、名簿に学年・組・参加時間・帰宅時間を記入させるなど、管理すること。
（その他）
運営や活動内容等に疑義が生じた場合は、八尾市と協議のうえ決定する。
